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１．GDPの国際比較と日本の将来
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○　今後は中国、インド、ブラジル、ロシアの経済成長が見込まれる

○　日本は少子化に伴い、大幅な成長は見込めず。

○　日本のＧＤＰは2016年に中国に追い越され、2032年にインドに追い越され、2050年にはブラジルにも
　　　追いつかれると予測（出典：Goldman Sachs “How Solid are the BRICs?”)

（出典）Goldman Sachs, “How Solid are the BRICs?“（2005年12月）より作成

　　　　Ｇ７、ＢＲＩＣｓ各国のＧＤＰ将来予測
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　　　世界の全体GDP　Best20



Copyright 2008 (C) Internet Research Institute, Inc.6

世界の1人当たりGDP　Best20

1人当たりGDPに入っていない大国（9カ国）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　China, Italy, Spain, Brazil, Russia, India, Korea, Mexico, 
Turkey

：1人当たりGDPランキングしている大国（11カ国）
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　　　重要なのはGDP/人=ARPUの向上

• 日本の産業構造/人口構成：
　①途上国型　⇒先進国型へ急速に変化
　②第1次産業：10％、第2次産業25％、第3次産業65％
　　　　　　　　　⇒自動車産業だけに頼れない

• 日本が世界をリードする唯一の第3次産業とは？
　①戦略的に情報通信産業を位置づけるべき
　②モバイル/ブロードバンド立国

• ARPU （Average Revenue Per User：事業者の1契約あたりの売上高）

　①国内約7000円弱で携帯電話によるARPUは頭打ち
　②インターネットによるARPU増加が重要
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　ICTによる経済成長の牽引しかない

（総務省成長力懇談会資料から）
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２.　ディジタル情報革命の本質とは

～インターネットの普及による社会の構造変化～

２.　ディジタル情報革命の本質とは

～インターネットの普及による社会の構造変化～

1.本決算の概要
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動力機関
物質科学

工業社会

情報技術：IT 情報社会
（ﾈｯﾄﾜｰｸ社会）

（モノ）

（情報）

（資本家と労働者）

（生産者と消費者）

封建社会

（土地） （領主と領民）

兵器・農機技術

テクノロジーテクノロジー

（規範）

社会社会

（ﾌﾟﾚｲﾔｰ）（ﾌﾟﾚｲﾔｰ）
【産業革命】

社会変革の歴史における技術革新の意味

新しい社会を創る
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工業社会

情報社会

・「資本家と労働者」関係
・模範的企業：
終身雇用と年功序列
による労使協調

・供給者側の立場の流通機構

・「生産者と消費者」関係
・模範的企業：
低価格で高品質の製品・
サービスを提供
・需要者側の立場の流通機構

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを基本とした

（IT:情報技術）→時代を変えるのが技術革新の役割

「生産/消費直結経済」

社会の変化（供給者⇒需要者側への論理構造の変化）

「中間流通経済」

ここに新たな可能性！
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　　インターネット革命によって覆された流通業界の常識

ロングテールとは、ネット販売において、ほとんど売れないニッチ商品の販売額の合計
が、ベストセラー商品の販売額合計を上回るようになる現象のこと。雑誌『ワイヤード』
編集長のクリス・アンダーソンが提唱したもので、販売ランキング順に販売額の曲線を
描くと、ベストセラーが恐竜の高い首(ヘッド)で、ニッチ商品が長い尾（テール）のように
なっているところから名づけられた。

例えば書店の場合、実店舗のバーンズ&ノーブル
では陳列スペースの制約があるので13万品目しか
販売できないが、制約の少ないネット書店のアマゾ
ンは230万品目も販売

アマゾン・ドット・コムが常識を変えた：ロングテール

このロング
テール革命
こそが全て
の始まり！
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　　　インターネットによる産業革命の本質とは？

インターネットによる情報革命は五大産業革命の一つである！
　（ブライアン・アーサー：サンタフェ研究所【複雑系研究】、複雑系経済学）

　・1780～1830：　イギリス　紡績機械（水力）
　・1830～1880：　イギリス　鉄道（蒸気機関）

　・19世紀末　：　　ドイツ　重工業（電動機、鉄鋼）
　・1913～1970代：　アメリカ　T型フォード（1913）からの製造業革命
　　　　　　　　　　　　　　　⇒大量生産、自動車産業、石油の時代

　・20世紀末～：　アメリカ、（日本？）　ディジタル情報革命
　

原理：力学　　　
⇒動力機関

原理：物質科学⇒重化学工業

原理：数理科学⇒情報産業

既存サービスの仮想世界への写像は起こったがネットワークそのものへの移行はこれから！

産業の構造変化：通信、金融、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、放送、家電、新聞、広告、出版、流通etc.
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高品質音声

IP‐Telephony

電話

専用線

第1世代
（～1995）

携帯電話

インターネット
（ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ＋専用線）

第2世代
（～2000）

　　モバイル

　　ブロードバンド

第3世代
（～2005）

第4世代
（～2010）

ユビキタス

通信放送網

　　

「IP(Internet Protpcol)は、百年続いた電話の時代を終焉させ、ﾈｯﾄﾜｰｸの新時代を拓いた」

IT革命
「電話交換網＋専用線＋PCによるネット革命」

ICT革命
　「ﾓﾊﾞｲﾙ＋ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ＋

　　ｴﾝﾍﾞﾃﾞｯﾄﾞによるﾈｯﾄ革命」

IPがもたらした情報通信の世代交代＝ＩＣＴ革命

本格的な情報通信の
時代



Copyright 2008 (C) Internet Research Institute, Inc.15

　　コンピューティングの進化がもたらしたＩＣＴ革命

"The Network is The Computer." Bill Joy
“C&C” Koji Kobayashi

Applicationからの自由度

ネットワークの自由度

第1世代
（～1980）

メインフレーム

第2世代
（～1990）

ｸﾗｲｱﾝﾄ/ｻｰﾊﾞ

第3世代
（～2000）

Webサーバ
サイド

第4世代
（～2010）

ﾕﾋﾞｷﾀｽｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ
ケータイ、カーナビ/ITS、STB、
ゲーム機、情報家電、PDA、
自販機、改札機、計測制御機器
あらゆるコンピュータ機器

コンピュータ機器は、
LifeKit（生活小道具）に

センサーネットワークのように
あらゆるものがネットワーク化
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　　　　インターネットの進化がもたらしたＩＣＴ革命

ユーザ数/端末数

時間

• 裾野の広がり＝Web2.0型への進化は、同時に、ライフラインと同等の必須社会　
　インフラとしての「安全」、「信頼」が求められている

発展期
ポータル
コンテンツ整備
サービス開拓

第2世代
（～2000）

黎明期
実験、開発ネットワーク

第1世代
（～1995）

普及期

ブログ、SNS
Web2.0, CGM

第3世代
（～2005） 必須社会インフラ

安全、信頼
(dependable network)

第4世代
（～2010）
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　　　　　　日本のインターネット人口は8,226.6万人
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自宅機器や携帯電話でのインターネット利用者が増加！

出典：インターネット白書2007
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　　　ブロードバンド世帯普及率は50.9％【日本の世帯の半数を超える】

世帯普及率とブロードバンド世帯普及率の上昇傾向は続いており、ブロードバンド世帯普及率は50.9%と初め
て全世帯の半数を超えた
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※「インターネット世帯浸透率」は勤務先/学校/外出中から、携帯電話/PHSからも含め、何らかの形でインターネットを　
　

　　利用している人がいる世帯

※「インターネット世帯普及率」は、自宅の機器（主にPC、ゲーム機など別の機器も含まれる）から接続している比率

インターネット世帯浸透率と普及率、ブロードバンド世帯普及率の推移

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ世帯浸透率が80％を超えブロードバンド化が加速！

出典：インターネット白書2007
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出典：総務省報道発表資料

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞは100Mbpsへ！

いよいよ3000万世帯に到達するブロードバンド
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　電気通信サービス（電話）の加入者数は、固定通信（加入電話及び
ISDN）が減少傾向にある一方、IP電話、移動通信（携帯電話及びPHS）
の加入者数は堅調な伸びを示している。
　平成12年度に移動通信の加入者数が固定通信の加入者数を上回り、
18年度末には、移動通信の加入者（1億170万加入）が固定通信の加
入者（5,515万加入）の約1.8倍の規模に達している。

固定通信と移動通信の加入者数の推移

出典：情報通信白書

電話は携帯とIP電話へ！
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　電気通信事業の売上高の推移

全体的には減少傾向！

出典：情報通信白書
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　　　　 　コンテンツの売上高の推移

　映像系の市場規模は5.3兆円、音声系は1.0兆円、
テキスト系は5.0兆円となっており、映像系コンテンツの
占める割合が徐々に増加する一方、テキスト系コンテンツは
相対的には減少傾向にある。

全体的には増加傾向

出典：情報通信白書
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主要電気通信事業者の固定通信と移動通信の売上比率

増大する移動通信の比率！

出典：情報通信白書
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　　　売上高における役務別比率の推移

増大するデータ通信の比率！

出典：情報通信白書
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携帯電話の1契約当たりの役務別比率の推移

携帯電話でも増大するデータ通信の比率！

出典：情報通信白書



Copyright 2008 (C) Internet Research Institute, Inc.26

３．情報通信産業の成長を支える法則とは？
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　情報通信技術における技術革新の本質とは？

【1】交換技術

【2】ディジタル信号処理技術

【3】半導体・デバイス技術

・回線交換

・パケット交換

・IP(Internet Protocol)

・変復調（モデム）

・音声・画像情報圧縮

・シリコン半導体

・化合物半導体＋光デバイス

・磁気ディスク

ルータに
よるIP網

ADSLﾓﾃﾞﾑ
移動通信ﾓﾃﾞﾑ

音声ｺｰﾃﾞｯｸ

画像ｺｰﾃﾞｯｸ

　DWDM

　FTTH

　ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ

*DWDM: Dense Wave Division Multiplexing,   FTTH: Fiber To The Home

＊ﾓﾃﾞﾑ：

　変復調装置

＊ｺｰﾃﾞｯｸ：

　符号化復号装置
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ブロードバンドトラフィックは加入者数
増加で指数関数的に増大する

コンピュータの性能は、1年半で2倍になる
（シリコン半導体）

情報通信産業の基本Mooreの法則とMoriの法則

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ業界

情報通信業界
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Gordon.E.Moore氏もMoriの法則に感心

2008年5月1日ハワイ島Keck天文台にて

Moriの法則が脚光を浴びたのは、2007年10月総務省の森清審議
官が北米を訪問し日本におけるﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・ﾄﾗﾌｨｯｸの経験法則が
注目されたことに起因し、欧米からﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ先進国であることが
再認識された。
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①ネットワークそのもの
⇒「グラフ理論」による動的ルーティング、帯域制御、放送型ルーティング

「ディジタル信号処理理論」に基づく変復調技術
量子情報符号化技術

　　③（ネットワークの）あちら側

⇒「グラフ理論」「金融工学理論」に基づくデータベース、検索　

　エンジン最適化、検索連動データベース、ネット金融サービス

　　　　　②（ネットワークの）こちら側
　　　⇒「情報表現シンタックス・セマンティクス」に基づく動画技術

　　　⇒P2P技術

　　　　　　　　　　現在のネットワーク技術の課題
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①ネットワークそのもの
　

　　　　　③（ネットワークの）あちら側

　　　　　　　 ②（ネットワークの）こちら側　

　ネットワーク分野における技術革新と 最先端のテーマ

ﾀﾞｲﾔﾙｱｯﾌﾟ/2Gﾓﾊﾞｲﾙ ⇒ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ/3G⇒ NGN/ IPTV/WiMAX＋3.9G

Web1.0（ﾎﾟｰﾀﾙ）⇒Web2.0（ﾛﾝｸﾞﾃｰﾙ）⇒　　　　WebX.0

文字情報（Eﾒｰﾙ）⇒ HTML（ﾌﾞﾗｳｻﾞ）⇒ 　P2Pと動画配信技術
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３．情報通信分野における日本の強みと弱み
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市場シェアはGDPと同等 国内市場だけと同じ！
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出典：総務省ICT国際競争力懇談会

相変わらずものづくりは上手い！
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出典：総務省ICT国際競争力懇談会

相変わらずものづくりは上手い！その２
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輸出は中国に抜かれた！
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輸出は中国に抜かれた！その２
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出典：総務省成長力懇談会

日本も捨てたもんじゃない！
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日本も捨てたもんじゃない！その２
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　　情報通信分野における日本の強みと弱み

　　　　　　　　　　　　　　強み　　　　　　　　　　　　　　弱み

移動通信　　　　 iﾓｰﾄﾞに始まるｵｰﾌﾟﾝな　　　 2Gに代表される
　　　　　　　　　　 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続の開始　　　　　国内標準指向　　

　　　　　　　　　　　（ｺﾝﾃﾝﾂ産業の成長）　　　　　　（端末の国際競争力？）　　　
　　　　　　　　　　　　　

ブロードバンド　　Moriの法則　　　　　　　　　 電話中心の通信機器　
　　　　　

　　　　　　　　　　　（実ｻｰﾋﾞｽ経験値の蓄積）　　　　（IP機器の国際競争力？）

インターネット　　　IPv6への重点指向　　　　　　　　同上
　　　　　　　　　　　（ﾃｽﾄﾍﾞｯﾄﾞ経験値の蓄積）

コンテンツ　　　　　MPEGの標準化起点　　　放送ｺﾝﾃﾝﾂの流通障壁
　　　　　　　　　　　日本語ﾄﾗﾌｨｯｸｼｪｱNo.1 　　（通信放送融合の展望？）
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　４．「強みの強化」/「弱みの克服」による

　　　ワイヤレスブロードバンドへの重点指向

　　　～ICT国際競争力/貢献力向上へ向けて～
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●接続型
　従量（距離・時間）または定額課金によるネットワーク接続ビジネス。　　　　　　　　
　
　最もクラシックなネットビジネスモデル。
　

　　　ARPUを上げるためのネットビジネス

●コンテンツ型
　初期には、ISPが、従量課金の時代にコンテンツを提供することでアクセスを集め
ることを目的としていたが、定額課金後が、ISPではなく、コンテンツ提供そのもの
がビジネスとなっている。

●広告型
　典型的なスタイルがポータルサイトで、多くのユーザーは最初にポータルサイトに
アクセスする。したがって、大量のアクセスを集められるポータルサイトは、有利に
広告収入を得ることができる。ポータルサイトの代表的な例は、Yahoo!やGoogleな
どの検索エンジンと会員数の多いISPである。

●電子商取引型
　インターネットによる双方向にコミュニケーション機能を活用して、オークションや　
メルマガでの　直接勧誘、Webサイト誘導による集客と商品やサービスを販売など
のビジネスが定着している。また、従来メディアと比較して、低コストでの宣伝が可
能なことから、中小企業によるネットショッピングへの参入障壁は低く、また、個人で
の電子商取引起業も容易となった。
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　　　　　　　「強みの強化」からの視点

①ｵｰﾌﾟﾝなインターネット接続

　⇒但し利便性/安全性の確保技術を新たに導入

②ワイヤレス・ブロードバンドとしての明確な位置づけ

　⇒固定通信の代替

　　（メタル保守コスト、ファイバ敷設コストの低減）

③IPv6を基本とする世界初の本格的商用ネットワークを
　⇒移動通信網の適度なクローズト性が返って好都合

④コンテンツ流通環境の整備

　⇒利便性/安全性の確保技術を新たに導入
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　　　　　　　「弱みの克服」からの視点

①徹底したグローバル標準の先取り

　⇒中途半端な互換性は考慮せず先導的なこと。

　　（過去標準との互換性は端末で対応可能）

②オールIPネットワークの構築
　⇒（基本的に）定額課金/（事実上の）常時接続

③放送型サービス環境の整備

　⇒v6マルチキャスト機能の実装
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　　　　　時代的要請からの視点（その１）

①周波数利用効率の最大化（bps/Hz)

②無線インフラ、端末とソフトウェアのオープン化
– 携帯電話に限らず様々な用途に対応
– 大半の機能はソフトウェアで実現可能に
– 無線インフラに他事業者が自動的にローミング接続可能
– 無線端末のハードウェアを標準適応することで接続・販売自由化
– 無線端末内のソフトウェアの搭載APIを標準化して実装自由化

③安心安全
– オープン化しながらもPCでの問題を繰り返さないことが必要
– ソフトウエアブラックリストのリアルタイム共有
– 被害ソフトウェアの入手経路、実行時記録と通報の仕組み整備
– パソコン以上に悪意の攻撃者から身を守る方法の標準化
– ソースアドレス制限必須化、違反者の自動通報
– 端末証明書の必須化、検証義務、検証制度の基準明確化
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　　　　　時代的要請からの視点（その２）

④クロスデバイス環境の整備
– 携帯電話端末/PC端末/テレビ端末のクロスデバイス化
– コンテンツ/サービスの相互運用性

⑤省エネ効率、低炭素運用基準の制定
– 省電力基地局のエネルギー効率の基準と測定の明確化
– 省エネルギー運用者への表彰制度、報奨金制度

• 省エネ、低炭素運用技術、ノウハウの導入と周知徹底
• 電波の有効利用につながる場合は電波利用料からの拠出も
• 移動の削減面からは燃料税も財源に。
• 電波の有効利用の方向性の議論の場としても活用

– 電力調達方法の低炭素化、伝送損失測定方法の明確化
• 電力調達における基本的数値化をするための手法の確立

– 廃棄物発生量、リサイクル率の明確化
– リサイクル時の廃品提供者への清算基準の明確化

• 廃品提供の促進のための経済的基準と動機の設定
• デポジット制度など
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出典：総務省ICT国際競争力懇談会

　　　　　　　　　ICT国際競争力懇談会では

IP・ワイヤレス・デジタル放送へ重点指向へ！
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　　　　　　　ご清聴ありがとうございました　　　　　　　ご清聴ありがとうございました


